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１ 公募の趣旨 

 ⑴ 市立公園及び滄浪泉園緑地 

   小金井市内には２２２の市立公園及び滄浪泉園緑地（以下「市立公園

等」という。）が設置されており、市職員及び委託事業者により維持管理

を行っている。しかし、半数以上が宅地開発等による小さな提供公園であ

るため、低未利用となることが多く、これらの市立公園の活用が課題とな

っている。そのため、公共施設としてあらゆる方法での活用が求められて

いる。 

   また、市立公園は、散歩や運動の場、子どもの遊び場、地域交流の場及

び火災時の延焼防止等の多様な機能を有しており、地域の魅力向上に資す

る有効な公共施設であるため、本市では、「小金井市公園等整備基本方

針」（平成３１年３月策定）を策定し、「公園の質の向上」を基本方針と

して定めている。 

   そこで、公園の適切な維持管理、低未利用公園の活用、にぎわいの創

出、市民ボランティアとの協働の推進及び新たな市民サービスの提供な

ど、公園の質の向上を図るため、小金井市公の施設の指定管理者の指定手

続等に関する条例（平成１７年条例第２５号。以下「指定手続条例」とい

う。）に基づき、市立公園等の管理業務を行う指定管理者の募集を行うも

のである。 

 ⑵ 環境楽習館 

   環境楽習館は、地域から地球温暖化を防止すること、暮らしの中で温室

効果ガス発生を抑制すること及び環境負荷を低減した生活に関することを

市民、事業者及び市が協力して普及啓発していくことを目的に平成２４年

度に設置した施設である。 

施設にエアコンを配備していないことから、極暑期である８月は開館で

きない状況であることと極寒期の利用者への配慮が課題となっている。 

また、施設の利用範囲を環境関連の活動、学習等と規定していることか

ら、利用率が低いことが課題となっている。 

そのため、年間を通じて安定して利用できる施設とするため、市の負担

によりエアコン等の必要な整備及び施設の利用範囲を再構築する等、通年

の開館及び多様な団体・市民の利用を可能とすることを想定している。 

さらに、民間事業者のノウハウを活かし、にぎわいの創出、利便性の向

上、滄浪泉園緑地との一体利用により、利用の促進を図り、環境啓発の機

運を醸成するため、指定手続条例に基づき、環境楽習館の管理業務を行う

指定管理者の募集を行うものである。 
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 ⑶ その他 

   本要項は、募集に関する基本的な事項を記載しており、詳細な業務内容

については、別添「小金井市立公園等・環境楽習館指定管理業務仕様書」

及び「小金井市立公園等・環境楽習館管理運営業務水準書」（以下「仕様

書」という。）等を参照すること。 

 

２ 本市が市立公園等及び環境楽習館に期待する役割 

 ⑴ 市立公園等 

   市立公園等は、子ども、若者、子育て中の方、障がい者、外国人及び高

齢者など、気軽に集い、交わり、公園利用者同士がつながり合うことので

きる場として、「みんなの居場所」であり続けることが期待されている。 

   特に、障がいのある子・ない子、外国にルーツを持つ子（以下「あらゆ

る子ども」という。）が、個人の特性や背景などの違いに関わらず、共に

遊び、育ち合えるインクルーシブ（※）な遊び場づくりを市全体に広げる

ことで、障がい者及び外国人の理解促進につなげ、誰もが心豊かに自分ら

しく暮らせるまちづくりを推進することが重要である。 

誰ひとり取り残すことない共生社会の実現に寄与する場所であるという

基本的な考えを前提とし、以下に掲げる役割を期待する。 

（※） インクルーシブとは、包括的を意味する英単語であり、障がいの

有無、国籍、民族、人種、出身地、性別、社会的地位等により排除

されることなく、あらゆる人々が共に享受する様を表した言葉 

ア 都市環境の保全及び都市景観の確保 

    みどりの保全及び緑化の推進により、地球温暖化の防止、ヒートアイ

ランド現象の緩和を図るとともに、周辺環境との調和に配慮した地域か

ら親しまれる都市景観をつくる。 

  イ 環境教育の場としての活用 

    豊かなみどり及び生きものなどに気軽に日常的に触れ合える環境教育

や情操教育につながる場を提供する。 

  ウ 防災及び安全性の確保 

    市街地の中の貴重なオープンスペースとして、自然災害発生時に担う

役割も重要であることから、日常的に子どもから高齢者まで誰もが安全

で快適に利用できる場を提供する。 

  エ 子どもの居場所と交流の場の確保 

    子どもが笑顔で子育てが楽しいと思える子育てに優しいまちづくりの

推進のため、子ども同士や親子が気兼ねなく集い、子育て家庭が地域と

交流し、つながり合うことのできる場を提供する。 
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また、子どもたちが様々な体験を通して、楽しみながら学び、成長で

きる豊かな時間を過ごすことができる場を提供する。 

  オ 健康増進できる場の確保 

    日常的に散歩や運動などの健康づくりができる場を提供する。 

  カ 共生社会の実現につながる場の確保 

    あらゆる子どもが共に遊べるインクルーシブデザインに配慮した遊び

場を提供する。 

  キ 農にふれあう場の確保 

    農や食に関連する様々なイベントや公園内に市が設置を検討している

菜園で交流する機会を通じて、身近に農を体験できる場を提供する。 

 ⑵ 環境楽習館 

  本市は、2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロとする「ゼロカーボンシ

ティ」の実現を目指し、令和４年１月に「小金井市気候非常事態宣言」を

発出している。 

環境問題は地域で暮らす全ての人に関わるものであることから、環境楽

習館は、子ども、若者、子育て中の方、障がい者、外国人、高齢者などが

気軽に集う「みんなの居場所」であり続けることが期待されている。 

また、世界的な「気候危機」を自らの問題として認識できる環境教育や

環境啓発の場として、環境啓発等を通した市民コミュニティの醸成に寄与

する場であるという基本的な考え方を前提とし、以下に掲げる役割を期待

する。 

  ア 環境啓発の場の確保 

地域の環境情報や地球温暖化に関する情報、環境に係る市民団体や教

育機関の情報を整理し、市民が気軽に環境に関する情報に触れることが

できるとともに、新たな交流や環境活動の広がりのきっかけとなる場を

提供する。 

  イ 環境教育の場の確保 

    大人だけでなく幼い頃から環境への意識を醸成するため、ものづくり

等の体験や勉強会等の学びを通じて、日常生活の中で環境に配慮した行

動の実践を促す場を提供する。 

  ウ 施設の有する機能の活用 

   （ア） 断熱機能、太陽光発電、小屋裏通風扉、猛暑日ファン等施設が有す

る環境に配慮した設備、また、キッチン等の日常的に使用する設備を

活かした節水や省エネ行動についての情報提供を行い、来館者が日常

生活の中で環境について考えるきっかけを作る場を提供する。 

   （イ） 館外のビオトープに生息する水生生物や植物、敷地内の樹木といっ
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た身近な自然と触れ合える場を提供する。 

エ 子どもの居場所の確保 

子どもが笑顔で子育てが楽しいと思える子育てに優しいまちづくりの

推進のため、子ども同士や親子が気兼ねなく集い、つながり合うことの

できる場を提供する。 

また、子どもたちが様々な体験を通して、楽しみながら学び、成長で

きる豊かな時間を過ごすことができる場を提供する。 

  オ 交流の場の確保 

   （ア） 地域で暮らすあらゆる立場の市民が、環境教育、環境学習、環境啓

発、環境活動等の環境という共通のテーマについて学び、考え、行

動、交流することで多様な人同士が結びつき、つながる場を提供す

る。 

   （イ） キッチン設備を活用したイベントを実施することにより、交流の場   

を提供する。 

     なお、イベントは広い意味で環境と捉えられるものとし、幅広く誰   

でも集い、環境楽習館の存在を知っていただくことで、活動の輪が広

がることを期待するものである。 

カ 農にふれあう場の確保 

    地場野菜や果物等を使った料理を提供する機会を通じて、身近に農を

体験できる場を提供する。 

   

３ 管理の対象 

 ⑴ 市立公園等 

２２２の市立公園及び滄浪泉園緑地（詳細は、「別紙１：小金井市立公

園・滄浪泉園緑地の一覧」参照） 

※ 管理対象公園の増減について 

令和５年４月１日時点では 「別紙１：小金井市立公園・滄浪泉園緑地

の一覧」に掲載されていないが、小金井市宅地開発等指導要綱（平成１

９年２月１日制定）に基づき、市が公園の提供を受けた場合は、管理対

象となる公園の増加が見込まれる。 

また、小金井市立公園整備優先順位の評価に関する要綱（令和２年要

綱第７６号）に基づき、整備の優先順位の低いＤ評価に位置付けられて

いる公園について、小金井市都市公園以外の公園の用途廃止等事務処理

要領（令和元年要領第１０号）に基づき、用途廃止等により、管理対象

となっている公園の減少も見込まれる。 

なお、管理対象公園の増減による指定管理委託料についての協議は別
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途行うものとする。 

 ⑵ 環境楽習館    

住 所 小金井市貫井南町三丁目２番１６号 

建築年月日 平成２３年９月１６日 

延べ床面積 １２０．７９㎡ 

構造 木造 

施設の現状 
屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、

機械設備は、一部を除き概ね良好。 

休館日 
火曜日 

１２月２８日から１月４日まで 

開館時間 午前９時から午後５時まで 

キッチンの機能 
・業務用ガスコンロ（３口） 

・業務用ガスオーブン   

 

４ 指定管理者の業務範囲（詳細は、別添「仕様書」参照） 

 ⑴ 市立公園等 

  ア 市立公園等の管理運営に関する業務 

  イ 市立公園等の維持管理及び修繕に関する業務 

ウ 市立公園等の利用を制限し、又は禁止をする業務 

エ 市立公園等の使用許可又は使用承認に関する業務 

オ 市立公園等利用者への案内及び要望・苦情への対応 

カ 市民やボランティア等との協働事業の推進 

キ 自主事業 

ク 事業のモニタリング 

ケ 公園施設の設置・管理運営 

コ その他市長が特に必要と認める事業 

（例：滄浪泉園緑地周年事業の協力、市立小学校の環境教育支援事業の

協力、他自治体の視察の受け入れ等） 

 ⑵ 環境楽習館 

  ア 環境楽習館の管理運営に関する事業 

  イ 環境楽習館の維持管理及び修繕に関する業務 

  ウ 環境楽習館の集会室の使用承認等に関する業務 
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  エ 環境楽習館利用者への案内及び要望・苦情への対応 

  オ 環境啓発に関する事業 

  カ 市民やボランティア等との協働事業の推進 

  キ 自主事業 

  ク 事業のモニタリング 

  ケ その他市長が特に必要と認める事業 

 

５ 指定期間 

５年間（令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで） 

※ 公募によらない選定について 

指定管理者のモニタリング結果等を踏まえ、小金井市立公園等指定管理

者評価委員会（以下「評価委員会」という。）が令和６年度から令和８年度

までの３年間を通じて適正と認め、かつ、指定管理者が、当該指定期間の

終了後も引き続き本事業の実施を希望する場合については、市は一度に限

り、指定管理者選定委員会の意見を聴いた上で、当該指定管理者を公募に

よらない候補者として再度５年間（令和１１年４月１日から令和１６年３

月３１日まで）選定することができるものとする。ただし、１年目から３

年目まで（令和６年度から令和８年度）のうち１か年以上最低評価となっ

た指定管理者にあっては、次期指定管理者の参加資格（本事業に限る。）を

与えないこととする。なお、４年目及び５年目（令和９年度及び令和１０

年度）に１か年以上最低評価となった場合で、かつ、評価委員会におい

て、令和６年度から令和１０年度までの５年間を通じて適正と認められな

い場合は、次期指定管理者として既に指定した場合であっても、指定管理

者選定委員会の意見を聴いた上で、別途協議するものとする。 

また、指定期間内であっても、指定手続条例第１３条に基づく取り消し

事由等に相当する事実が認められた場合は、指定管理者の指定を取り消し

又は期間を定めて管理の業務の全部もしくは一部の停止を命じることがあ

る。 

 

６ 指定管理業務に関する経費 

  指定管理業務に関わる全ての経費は、市が支払う指定管理委託料のほか、

事業収入（自主事業収入、共催事業収入）及びその他の収入をもって充てる

ものとする。 

⑴ 市が支払う指定管理委託料の内容 

指定管理委託料の上限額は５年間総額７１９，９３０千円とし、指定管

理者から提出される事業計画書及び収支計画書を基に、協議の上で決定す
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る。 

（単位：千円） 

  市立公園等 環境楽習館 小計 

令和６年度 137,849 5,337 143,186 

令和７年度 138,130 5,399 143,529 

令和８年度 138,490 5,471 143,961 

令和９年度 138,857 5,545 144,402 

令和１０年度 139,231 5,621 144,852 

５年間合計 692,557 27,373 719,930 

 

なお、管理対象公園の増減による指定管理委託料については以下の考え

方に基づいて協議するものとする。 

対象公園増加の場合 

都市計画公園の用地取得及び指定開発事業によ

る対象公園の増は、原則、前年度より協議、調

整を進めるため、指定管理者等からの見積りを

参考に、協議の上、年度協定額を増額する。 

対象公園減少の場合 

用途の変更及び売却等による対象公園の減は、

原則、前年度より協議、調整を進めるため、指

定管理者と協議の上、年度協定額を減額する。 

⑵ 経費の支払い 

初年度の指定管理委託料については、指定管理者が公募時に提案した事

業計画書及び収支計画書に示された額を基本とする。ただし、選定後に行

った協議の結果、やむを得ず事業の内容を修正する必要がある場合は、そ

の内容に応じて指定管理委託料を修正し金額を確定する。 

⑶ 指定管理委託料の精算 

指定管理者が、民間事業者のノウハウを最大限に活かし、主体的にサー

ビス水準を維持・向上させていくためには、指定管理者が経営努力により

生み出した経費節減額を、指定管理者の利潤として認めていくことが質の

高い施設運営を図る上では必要である。ただし、市が示した水準を下回る

ことなく、指定管理業務を確実に実施する中で、指定管理委託料の積算当

時に想定できなかった制度変更等、指定管理者の経営努力によらない事由

により、指定管理委託料の執行残額が生じる可能性も想定される。このよ

うな経営努力によらずに執行残額が生じる性質の経費等について、精算を

しないことが不合理である場合は、原則精算することとし、精算を要する
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経費の具体例は次に掲げるとおりとする。 

なお、指定管理委託料の精算方法については、基本協定書及び年度協定

書等で明確に定めるものとし、指定管理者の運営に起因して利用料金収入

や自主事業に不足が生じた場合には補てんは行わない。 

ア 指定管理者の不履行が、差分収入につながってしまうもの（例：修繕

費、法定点検費等） 

  イ 指定管理委託料積算時と、計画・予定・制度等が変更となり、指定管

理者の負担額が変動するもの（例：人件費、光熱水費等） 

⑷ 区分会計の独立 

指定管理者は、指定管理業務実施に係る経理事務を行うに当たり、団体

自体と独立した企業会計とし、会計帳簿書類、経理規定を分離して設け、

市等の要求がある場合は、経理書類及び決算書を開示しなければならない。 

また、当該業務に関しての監査業務が受けられる体制を整えなければな

らない。 

⑸ 管理口座 

指定管理業務に関連する出入金の管理は、団体自体の金融機関口座とは

別の口座により独立して管理すること。別口座での管理が困難な場合は、

出入金の管理を明確に説明できる別途書類等を市に提出すること。 

 ⑹ インボイス制度の対応 

   利用料金を徴収する際は、指定管理者が当該利用料金に対応するインボ

イスを利用者に対して発行するなど適切に対応すること。 

 

７ 市と指定管理者のリスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、リスク分担表のとおりとする。 

ただし、リスク分担表に定める事項に疑義のある場合又はリスク分担表に

定めのないリスクが生じた場合は、市と指定管理者が協議の上、リスク分担

を決定する。 

 リスク分担表（○：主負担、△：従負担） 

リスクの種類 リスクの内容・要因等 

負担者 

市 
指定 

管理者 

協議 

事業計画変更の

リスク 

市の帰責事由による事業内容の変更

に関するもの 
〇  

 

上記以外の事由による事業内容の変

更に関するもの 
 ○ 

 

書類関連リスク 募集要項、仕様書及び協定書等の誤 〇   
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りによるもの。なお、協定締結後の

協定内容に記載がない事項は双方協

議とする。 

制
度
関
連
リ
ス
ク 

法令の変更

リスク 

当該事業に直接関係する法令の新

設・変更によるもの 
〇  

 

上記以外の法令の新設・変更による

もの 
  

〇 

許認可リス

ク 

許認可の遅延に関するもの（市が申

請を行うもの） 
〇  

 

許認可の遅延に関するもの（上記以

外の部分） 
 ○ 

 

税制度リス

ク 

当該事業に関する新税の成立、税率

の変更 
〇  

 

法人税の変更に関するもの  ○  

年度協定締結後の消費税の変更に関

するもの 
  

〇 

社
会
リ
ス
ク 

住民対応リ

スク 

対象施設の維持管理及び運営（指定

管理者の業務範囲とされているもの

に限る。）に対する住民反対運動・

住民要望・訴訟に関するもの 

 ○ 

 

上記以外の当該事業に対する住民反

対運動・住民要望・訴訟に関するも

の 

〇  

 

環境問題リ

スク 

指定管理者の帰責事由による騒音、

振動等の発生等に関するもの 
 ○ 

 

上記以外の事由による環境問題の発

生等に関するもの 
〇  

 

第三者賠償

リスク 

指定管理者の帰責事由による事故等

の発生に関するもの 
 ○ 

 

上記以外の事由（不可抗力を除

く。）による事故等の発生に関する

もの 

〇  

 

不可抗力リスク 

戦争、暴動、自然災害、感染症のま

ん延その他やむを得ない理由による

事業計画・内容の変更、事業の延

○ 
△ 

※１ 
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期、不能等によるもの 

物価リスク 物価変動に関するもの 
△ 

※２ 
○ 

 

金利リスク 金利変動に関するもの  〇  

指定取消しリス

ク 

指定管理者の帰責事由による指定取

消しに関するもの 
 ○ 

 

上記以外の事由（不可抗力を除

く。）による指定の取消しに関する

もの 

○  

 

※１ 不可抗力リスクについては、原則として市がリスク負担することとする

が、損害を最小限に留める必要性等の観点から、指定管理者の帰責事由に

よる二次被害の発生又は被害の拡大により生じた損害又は増加費用の一部

について、指定管理者に負担を求める場合には、その都度、協議により負

担割合等を決定する。 

※２ 物価変動リスクについては、大幅な物価変動（ハイパーインフレなど）

があった場合には、市と指定管理者との協議により、費用を変更する。 

 

（協定締結前段階） 

リスクの種類 リスクの内容・要因等 

負担者 

市 
指定 

管理者 

協議 

参加リスク 参加費用の負担に関するもの  ○  

協定締結リスク 

市の帰責事由により協定が締結でき

ない又は締結手続に長期間を要する

こと等によるもの 

〇  

 

指定管理者の帰責事由により協定が

締結できない又は締結手続に長期間

を要すること等によるもの 

 ○ 

 

上記以外の事由により協定が締結で

きない又は締結手続に長期間を要す

ることによるもの 

  

〇 

指定処分リスク 
市が指定処分をしない又は指定手続

に長期間を要すること等によるもの 
〇  
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（維持管理・運営段階） 

リスクの種類 リスクの内容・要因等 

負担者 

市 
指定 

管理者 

協議 

債務不履行リス

ク 

市の帰責事由により協定内容に対

する不履行に関するもの 
〇  

 

指定管理者の帰責事由により協定

内容に対する不履行に関するもの 
 〇 

 

維持管理・運営

開始の遅延リス

ク 

指定管理者の帰責事由による維持

管理・運営開始の遅延に関するも

の 

 ○ 

 

上記以外の事由（不可抗力は除

く。）による維持管理・運営開始

の遅延に関するもの 

〇  

 

要求性能リスク 

要求性能等の未達、不適合等によ

るもの。 
 〇 

 

市の指示による要求性能等の変更

等に関するもの 
〇  

 

施設瑕疵リスク 
施設・設備に隠れた瑕疵が発見さ

れた場合に関するもの 
〇  

 

施
設
損
傷
リ
ス
ク 

施設劣化リ

スク 

指定管理者の帰責事由（適切な維

持管理・運営業務を実施しなかっ

たこと等）による施設、設備等の

劣化に起因する損傷に関するもの 

 ○ 

 

上記以外の事由（※１不可抗力は

除く。）による施設、設備等の劣

化に起因する損傷に関するもの 

〇  

 

施設損傷リ

スク 

指定管理者の帰責事由による施

設、設備等の損傷に関するもの 
 〇 

 

上記以外の事由（※１不可抗力は

除く。）による施設、設備等の損

傷によるもの 

〇  

 

備品リスク 
市の備品に関するもの 〇 

△  

※２ 

 

上記以外の備品に関するもの  〇  

需要リスク 利用者の減少に関するもの  〇  
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利用料金リスク 

利用料金の上限額の変更に関する

もの 
〇  

 

利用料金変更の不承認に関するも

の 
 〇 

 

利用料金の徴収に関するもの  〇  

利用料金の減免に関するもの  〇  

警備リスク 警備不備による犯罪発生等  〇  

情報漏洩リスク 
指定管理者の帰責事由による情報

漏洩 
 〇 

 

※１ 「施設劣化リスク」「施設損傷リスク」にある「不可抗力は除く。」

とは、特別の事情を想定し、どの範囲までをリスク分担するかはケース

バイケースを意味するもので、このリスク分担表ではどちらにも属さな

いリスクとする。 

※２ 指定管理者の故意又は過失による破損は指定管理者の負担とする。 

 

（事業終了段階） 

リスクの種類 リスクの内容・要因等 

負担者 

市 
指定 

管理者 

協議 

終了手続きリス

ク 

市又は次期指定管理者への引継ぎ

その他の指定管理業務の終了に伴

う諸手続及びその費用の負担に関

するもの 

 ○ 

 

 

８ 責任者の指定 

⑴ 総括責任者及び現場責任者 

指定管理者は、本事業を適切に実施するため、指定管理者制度に見識を

有するとともに市立公園等及び環境楽習館（以下「両施設」という。）の

管理能力を備える総括責任者（管理所長に相当する職。常駐、非常駐を問

わない。）及び現場責任者（常駐）をそれぞれ１名指定すること。総括責

任者又は現場責任者のいずれかは、公園管理運営士等の資格を有し、公園

の指定管理業務経験等（年数問わない）を有している者を環境楽習館に配

置するものとする。なお、総括責任者は、現在、本事業以外で請け負って

いる業務を兼務することも妨げないものとする。 

⑵ 市民協働担当者 

指定管理者は、両施設の維持管理・運営及び自主事業を行う上で、市民
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協働の積極的な推進が重要であり、その推進に当たり、市民協働の経験と

ノウハウを持った者（特に両施設の特徴・特色を十分理解し、魅力向上の

ためのコーディネート能力を有する者）を環境楽習館に配置するものとす

る。 

なお、市民協働担当者は、現場責任者を兼ねることができる。 

 

９ 参加資格・条件 

⑴ 資格要件 

  本募集へ参加するための資格要件は、次に掲げる全ての事項に該当する

者とする。なお、協定締結までの期間に要件を満たせなくなった場合は、

指定管理者としての資格を喪失したものとする。 

ア 法人その他の団体等であること（法人格の有無は問わない。）。ただ

し、個人では参加できないものとする。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しないこと。 

ウ 指定手続条例第３条第２項に掲げる者でないこと。 

エ 直近２年間の法人税、消費税、法人事業税及び地方消費税を滞納して

いる団体でないこと。 

オ 参加時点において、国、都道府県又は区市町村から指名停止措置を受

け、指名停止期間中でないこと。 

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき更生又は更生手続きをしている団体でないこ

と。 

キ 本指定管理者の選定を行う選定委員及びその家族の属する団体でない

こと。 

ク 小金井市契約における暴力団等排除措置要綱（平成２４年４月１日制

定）の別表に該当しないこと。 

⑵ 複数団体による参加 

単一の団体では業務を担えない場合には、適正に業務を遂行できる複数

団体で構成される共同事業体（以下「共同事業体」という。）で参加する

ことができる。 

ア 共同事業体の中から代表団体を定めること。（他の団体は構成団体と

する。） 

イ 代表団体、構成団体とも、上記⑴の資格要件を満たすこと。 

ウ 代表団体は業務の遂行に責任を持たなければならない。 

エ 指定管理者指定申請書は代表団体が提出すること。 
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オ 単独で参加した法人は、他の共同事業体の構成団体となることはでき

ない。 

カ 複数の共同事業体の構成団体になることはできない。 

キ 共同事業体の変更は、市が特に理由があると認められる場合以外には

認めない。 

 

10 参加の手続きスケジュール 

⑴ 募集要項の公表 令和５年４月１３日（木） 

⑵ 公募説明会申込期間 
令和５年４月１３日（木） 

～ ４月２１日（金）正午まで 

⑶ 公募説明会の開催 令和５年４月２４日（月） 

⑷ 質問（第１回）の受付期間 
令和５年４月１３日（木） 

   ～４月２８日（金）午後５時まで 

⑸ 質問（第１回）の回答公表 令和５年５月１２日（金） 

⑹ 参加資格審査書類締め切り 令和５年５月１９日（金）午後５時まで 

⑺ 参加資格審査結果通知 令和５年５月２６日（金） 

⑻ 質問（第２回）の受付期間 
令和５年５月２６日（金） 

   ～６月２日（金）午後５時まで 

⑼ 質問（第２回）の回答公表 令和５年６月２３日（金） 

⑽ １次審査書類受付期間 
令和５年５月２６日（金） 

～６月３０日（金）午後５時まで 

⑾ 
１次審査（指定管理者選定委員

会による書類審査） 
令和５年７月１８日（火） 

⑿ 
１次審査結果通知・２次審査案

内通知 
令和５年７月２０日（木） 

⒀ 
２次審査（指定管理者選定委員会

によるプレゼンテーション審査） 
令和５年７月２６日（水） 

⒁ 指定管理者指定候補決定通知 令和５年８月９日（水） 

⒂ 指定管理者指定議決 令和５年１０月上旬 

⒃ 指定管理者指定告示 令和５年１０月２０日（金） 

⒄ 協定の締結 令和５年１１月上旬 

⒅ 指定管理業務の開始 令和６年４月１日 

 

11 公募説明会の開催 

募集要項等に関する説明会を次のとおり開催する。参加予定団体は必ず出

席するものとし、出席しない団体からの申請は受け付けないものとする。説
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明会の参加に当たり、募集要項や関係書類は、市ホームページからダウンロ

ードの上、持参すること。なお、参加団体数により、開催時間、開催場所及

び開催方法を変更する場合がある。変更する場合は、別途、市が参加団体に

連絡するものとする。 

 ⑴ 公募説明会開催日時 

   令和５年４月２４日（月）午後２時から午後４時まで 

 ⑵ 公募説明会開催場所 

   小金井市環境楽習館 

 ⑶ 公募説明会の申し込み方法 

令和５年４月２１日（金）正午まで市ホームページの申込フォームより

申し込むこと。 

   

12 募集に関する質問（第１回）の受付 

市ホームページの質問フォームに必要事項を記入の上、送信すること。電

話、電子メール、ＦＡＸ及び来庁による質問は受け付けない。 

なお、質問に対する回答は、公正を保つために全ての質問（原則として原

文）及び回答を公表する。回答内容によっては、本募集要項の追加又は修正

として扱う。 

 ⑴ 質問（第１回）受付期間 

   令和５年４月１３日（木）から４月２８日（金）午後５時まで 

⑵ 回答公表 

令和５年５月１２日（金）に市ホームページにて公表する。 

 

13 参加資格審査書類の提出 

 ⑴ 提出書類 

№ 
様式 

番号等 
提出書類の名称 正本 副本 

① 市指定様式 
指定管理者指定申請書 

（指定手続条例様式第１号） 
〇 － 

② 様式１ 
共同事業体結成協定書兼委任状 

※共同事業体での参加の場合のみ提出 
〇 － 

③ 様式２ 指定管理者指定申請に関する誓約書 〇 － 

④ 様式３ 重大な事故又は不祥事に関する報告書 〇 〇 

⑤ 任意様式 

全ての団体（共同事業体の場合は、代表団

体だけでなく、構成団体も）の概要が分か

る書類（沿革、代表者の履歴書、役員構成

〇 〇 
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及び従業員数、事業概要、指定管理者実績

等（会社案内パンフレット等でも可）） 

⑥ 任意様式 
指定管理業務分担一覧表 

※共同事業体での参加の場合のみ提出 
〇 〇 

⑦ 任意様式 

全ての団体（共同事業体の場合は、代表団

体だけでなく、構成団体も）の定款、寄附

行為、規則その他これらに相当する書類 

〇 〇 

⑧ 任意様式 

全ての団体（共同事業体の場合は、代表団

体だけでなく、構成団体も含む）の財務諸

表又はこれらに類するもの（直近３年間） 

・損益計算書（活動計算書） 

・株主資本等変動計算書 

・貸借対照表等 

・決算報告書又は決算見込を説明する書類 

〇 〇 

⑨ 各種証明書 

全ての団体（共同事業体の場合は、代表団

体だけでなく、構成団体も）の会社・法人

の登記事項証明書（現在事項全部証明書。

申請日前３か月以内のもの） 

〇 － 

⑩ 各種証明書 

全ての団体（共同事業体の場合は、代表団

体だけでなく、構成団体も含む）の法人

税、消費税、法人事業税、地方消費税の納

税証明書（直近２年分） 

〇 － 

⑪ 各種証明書 

申請団体の印鑑証明書（申請日前３か月以

内のもの、共同事業体の場合は、代表団体

のもの） 

〇 － 

 ⑵ 提出部数 

   １３部（【正本】記名１部、【副本】無記名（複写可）１２部） 

   ※副本は審査で使用するため、申請団体名（共同事業体の場合は、代表

団体名及び構成団体名）及び申請団体が特定できるロゴマーク等を消

すか、必要に応じて黒塗り処理すること。 

 ⑶ 提出期限 

   令和５年５月１９日（金）午後５時まで 

 ⑷ 提出方法 

   提出書類は、紙ベース及び電子データ（正本データをＰＤＦ形式にして

ＣＤ－ＲＯＭ等に格納したもの）を直接窓口へ持参により提出すること。 

なお、紙ベースの提出書類は、ファイル綴じで提案内容ごとにインデッ
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クスを付した上で提出すること。 

  ※ 提出期限までに提出書類の提出がない場合は、本募集への参加の意思

がないものとみなす。 

 ⑸ 提出先 

   「23 問合せ先」のとおり 

 ⑹ 提出書類の公開について 

提出書類は、市の情報公開制度に基づき、事業者名等を黒塗りにして、

公開する場合がある。 

  

14 参加資格審査結果 

 ⑴ 審査結果通知日 

   令和５年５月２６日（金） 

 ⑵ 通知方法 

   全者に電話及び文書にて通知する。 

 ⑶ 審査結果の説明 

参加資格審査通過者に選考されなかった参加者は、審査結果を通知した

日の翌日から起算して７日（閉庁日を除く。）以内に、書面により選考さ

れなかった理由の説明を求めることができる。 

   市は、説明を求められたときは、説明を求めることのできる最終日の翌

日から起算して１０日（閉庁日を除く。）以内に書面により回答する。 

 

15 募集に関する質問（第２回）の受付 

市ホームページの質問フォームに必要事項を記入の上、送信すること。電

話、電子メール、ＦＡＸ及び来庁による質問は受け付けない。 

なお、質問に対する回答は、公正を保つために全ての質問（原則として原

文）及び回答を公表する。回答内容によっては、本募集要項の追加又は修正

として扱う。 

 ⑴ 質問（第２回）受付期間 

   令和５年５月２６日（金）から６月２日（金）午後５時まで 

⑵ 回答公表 

令和５年６月２３日（金）に市ホームページにて公表する。 

 

16 １次審査書類の提出 

  参加資格審査通過者は、次に掲げるとおり、１次審査書類を提出するもの

とする。 
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⑴ 提出書類 

№ 
様式 

番号等 
提出書類の名称 正本 副本 

① 任意様式 

事業計画書（提案書） 

※「事業計画書（提案書）記載要領」を参照

して記入すること 

〇 〇 

② 様式４ 自主事業等提案書（総括表） 〇 〇 

③ 様式５ 自主事業等提案書（個表） 〇 〇 

④ 様式６ 人員配置計画書 〇 〇 

⑤ 様式７ 収支計画書（総括表） 〇 〇 

⑥ 様式８ 収支計画書（年度別） 〇 〇 

⑦ 様式９ 公園施設又は類似施設の管理業務実績 〇 〇 

⑧ 任意様式 従事者体制図及び想定シフト表 〇 〇 

⑨ 任意様式 
滄浪泉園緑地及び環境楽習館の一体的な活用

を図る提案書・見積書 
〇 〇 

⑩ 任意様式 
資格証明書【職員に資格要件を求めている場

合】 
〇 〇 

⑪ 任意様式 

危機管理マニュアル等に関する書類（火災、

地震、緊急事故発生時における対応及び体

制） 

〇 〇 

⑫ 任意様式 

コンプライアンスの方針に関する書類（個人

情報の管理体制、コンプライアンスに関する

基準・マニュアル、情報漏洩時の対応、情報

セキュリティ対策等） 

○ ○ 

⑬ 任意様式 

個人情報の保護に関する書類【プライバシー

マーク又はプライバシーポリシーを有する場

合】 

〇 〇 

⑭ 任意様式 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する

書類【女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく認定（えるぼし認定企

業）や次世代育成支援対策推進法に基づく認

定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認

定企業）等を受けている場合】 

〇 〇 

⑮ 任意様式 

環境マネジメントに関する書類【エコアクシ

ョン２１及びＩＳＯ14001等の環境マネジメ

ントシステム（ＥＭＳ）を有する場合】 

○ ○ 
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⑯ 任意様式 
公園施設の設置管理許可制度の活用に関する

提案書 
○ ○ 

⑵ 提出部数 

  １３部（【正本】記名１部、【副本】無記名（複写可）１２部） 

  ※ 副本は１次審査で使用するため、申請団体名（共同事業体の場合

は、代表団体名及び構成団体名）及び申請団体が特定できるロゴマー

ク等を消すか、必要に応じて黒塗り処理すること。 

⑶ 提出期限 

  令和５年６月３０日（金）午後５時まで 

⑷ 提出方法 

   提出書類は、紙ベース及び電子データ（正本データをＰＤＦ形式（事業

計画書（提案書）及び様式４～９はワード又はエクセル形式等）にしてＣ

Ｄ－ＲＯＭ等に格納したもの）を直接窓口へ持参により提出すること。 

なお、紙ベースの提出書類は、ファイル綴じで提案内容ごとにインデッ

クスを付した上で提出すること。 

  ※ 提出期限までに提出書類の提出がない場合は、本募集への参加の意

思がないものとみなす。 

⑸ 提出先 

  「23 問合せ先」のとおり 

 

17 選定方法 

指定管理者選定委員会の審査を経て、市が最も適当と認める団体を指定管

理者候補（以下「候補者」という。）として選定する。審査は１次審査と２

次審査の２段階で行う。ただし、選定結果によっては、適格者なしとする場

合もある。 

審査基準は、「小金井市立公園等・環境楽習館の指定管理者選定基準」の

とおりとする。 

  なお、指定管理者選定委員会は、委員５名で審査し、委員１人当たりの総

合点は２００点とし、総合点の合計は１，０００点とする。 

 

18 １次審査の方法及び結果通知 

  指定管理者選定委員会において、提出された事業計画書等により１次審査

（書類審査）を行い、上位３位まで選定の上、その結果を以下のとおり通知

する。１次審査通過者に対しては、２次審査の案内を併せて通知する。 

 ⑴ 審査結果通知日 

   令和５年７月２０日（木） 



20 

 

 ⑵ 通知方法 

   全者に電話及び文書にて通知する。 

 ⑶ 審査の公開 

   小金井市公の施設の指定管理者指定手続条例施行規則（平成１８年規則

第１号。以下「指定手続条例施行規則」という。）第１１条第４項に基づ

き、非公開とする。 

 ⑷ 審査結果の説明 

選定されなかった参加者は、審査結果を通知した日の翌日から起算して

７日（閉庁日を除く。）以内に、書面により選定されなかった理由の説明

を求めることができる。 

   市は、説明を求められたときは、説明を求めることのできる最終日の翌

日から起算して１０日（閉庁日を除く。）以内に書面により回答する。 

 

19 ２次審査の方法及び結果通知 

  １次審査通過者は、１次審査結果通知に記載された日時及び場所におい

て、第２次審査（プレゼンテーション）を実施する。 

 ⑴ ２次審査開催日 

   令和５年７月２６日（水） 

⑵ プレゼンテーション及びヒアリング実施方法 

ア 一者につきプレゼンテーション３０分以内、ヒアリング２０分程度と

する。 

イ 提出資料を用いてプレゼンテーションを行う。プレゼンテーションで

は、パワーポイント等の使用を可とし、プレゼンテーションに必要な機

器は全て参加者側で用意すること。ただし、プロジェクター及びスクリ

ーンは、市で用意する。なお、プレゼンテーション資料には参加者名を

記載しないこと。 

ウ 総括責任者、現場責任者及び市民協働担当者（予定者）は必ず出席す

るものとし、必ず提案内容について、適切に回答できる者を出席させる

こと。なお、共同事業体による参加の場合は、各団体１名以上出席する

ものとし、参加人数については、事前に市と調整すること。 

エ ２次審査に参加しない場合は、失格とする。ただし、交通機関等の事

故等真にやむを得ない場合がある場合は、速やかに市に連絡すること。 

 ⑶ 審査の公開 

指定手続条例施行規則第１１条第４項に基づき、非公開とする。 

⑷ 候補者決定通知日 

   令和５年８月９日（水） 
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 ⑸ 通知方法 

   全者に電話及び文書にて通知する。 

 ⑹ 審査結果の説明 

候補者に選定されなかった参加者は、審査結果を通知した日の翌日から

起算して７日（閉庁日を除く。）以内に、書面により選定されなかった理

由の説明を求めることができる。 

   市は、説明を求められたときは、説明を求めることのできる最終日の翌

日から起算して１０日（閉庁日を除く。）以内に書面により回答する。 

 

20 指定管理業務に係る協定の締結 

⑴ 協議 

指定管理者選定委員会による選定結果を基に、市と候補者は、小金井市

立公園等・環境楽習館の管理運営に関する基本協定書の締結に向けて、指

定管理業務の細目について協議を行う。この場合、市は必要に応じて候補

者の提案に対し、提案内容の趣旨を変更しない範囲において修正を求める

ことができるものとする。 

なお、当該候補者との協議が成立しない場合は、次点者を候補者として

協議を行う。 

⑵ 協定 

令和５年第３回市議会定例会（令和５年１０月予定）の議決後に、候補

者を指定管理者として指定告示し、協定を締結する予定である。 

協定について、指定期間中の総括的な事項を定めた小金井市立公園等・

環境楽習館の管理運営に関する基本協定書と、各年度の業務内容及び指定

管理委託料等を定めた小金井市立公園等・環境楽習館の管理運営に関する

年度協定書を締結する。候補者が、共同事業体で参加する場合は、協定の

締結時に共同事業体構成全団体の同意書を提出すること。 

⑶ 協定が締結できない場合の措置等 

候補者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指

定を取消し、協定を締結しないことがある。 

ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

イ 財務状況の悪化等により、指定管理業務の履行が確実でないと認めら

れるとき 

ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者として相応しくない

と認められるとき 

⑷ その他 

協定に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、市及び指定管理者双方
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が誠意をもって協議するものとする。 

 

21 留意事項 

 ⑴ 募集要項の承諾 

   参加者は、参加書類の提出をもって、本募集要項の記載内容を承諾した

ものとみなす。 

 ⑵ 参加者提出資料の取り扱い 

市は、参加者が提出した資料（以下「参加者提出資料」という。）を次

のとおり取り扱うものとする。 

  ア 参加者提出資料の無効 

    参加者提出資料が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、当該

参加者提出資料は無効とする。 

   （ ア ） 本募集要項の規定に違反した記載がされているもの 

   （イ） 虚偽の内容が記載されているもの 

   （ウ） その他、設定した条件に満たしていない場合 

  イ 参加者提出資料内容変更の禁止 

    参加者提出資料は、提出された書類の内容を変更することはできな

い。ただし、市が認めた場合はこの限りでない。 

ウ 著作権の帰属等 

    事業計画書等の著作権は、参加者に帰属する。ただし、市は指定管理

者の決定等必要な場合には、事業計画書等の内容を承諾なく無償で利用

できるものとする。市は、選定を行う作業において必要な範囲で参加者

提出資料の複製を作成できるものとする。 

  エ その他 

   （ア） 市は、必要と認めた場合、追加資料の提出を求めることができるも

のとし、その場合、参加者は速やかに提出すること。 

   （イ） 参加者提出資料は、返却しないものとする。 

   （ウ） 参加者提出資料は、小金井市議会への資料提出又は小金井市情報公

開条例に基づき、公表されることがある。 

 ⑶ 重複提案の禁止 

   提案は、１団体につき１提案とし、複数の提案はできないものとする。 

 ⑷ 参加の辞退 

   参加者は、指定管理者指定申請書提出後に辞退する場合は、辞退理由等

を記載した辞退届（様式自由）を提出すること。 

 ⑸ 費用負担 

   参加に関して必要な費用は、全て参加者の負担とする。 
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 ⑹ 候補者が協定締結までに、参加資格等を喪失した場合や、協定書締結に

際して事故がある場合は、次点者を候補者とする場合がある。 

⑺ 市ホームページ（入札契約情報）に掲載している「業務委託契約書（約款）」、

「小金井市競争入札等参加者心得」及び「小金井市契約における暴力団等排

除措置要綱」の内容を熟知のうえ参加すること。 

⑻ 契約の相手方は、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を契約締結

時に納付しなければならない。ただし、小金井市契約事務規則第４７条第２

項各号の一に該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免除することが

ある。 

⑼ 新型コロナウイルス感染症拡大の状況によっては、本審査の日程や審査

方法に変更が生じることがある。 

  

22 指定管理者選定委員会委員及び市職員との接触禁止 

  本要項の公開日以降、説明会等、市が提供する機会等を除き、指定管理者

選定委員会委員及び選定に関係する市職員等に接触はできない（本件提案に

関する質疑含む）。やむを得ない理由がある場合を除き、接触の事実が認め

られた場合には失格となることがある。  

 

23 問合せ先 

〒１８４－８５０４ 

小金井市本町六丁目６番３号 

小金井市環境部環境政策課 

電話番号 ０４２－３８７－９８６０（直通） 

E-mail   s040199@koganei-shi.jp 

ＦＡＸ   ０４２－３８３－６５７７ 


